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日野地域
未来ビジョン
2030について
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「行政の事業計画」から「地域で共有したいアジェンダ」へ。
縮む社会を前提に、将来世代に何を残していくかをポジティブに。

地域未来ビジョン策定の背景

人口・労働力 気候変動 ライフシフト テクノロジー

少子化・
超高齢化の進展
人口オーナス社会

あらゆる多様性の消失
自然災害の激甚化

Cf.2100年の天気予報

働き方・生き方の変化
潜在ニーズの多様化
アフターコロナ

デジタル技術による
社会の急激な変革

Society5.0

人口・労働力の減少

■市総人口/15-64歳人口割合
※1
2010年 174,169人/65.7％
2020年 186,346人/62.6％
2030年 184,409人/62.7%
2040年 180,845人/57.6%

社会保障費の増加

■市歳出予算比較
2010年 517.8億円
2021年 690.6億円（1.3倍）
※同期間に扶助費は1.5倍
（約70億円）増加

地域産業構造の変
化

■製造品出荷額
2008年度 9,370億円
2019年度 3,233億円
※2010年前後から工場撤退
・研究開発拠点化の流れ

縮む社会の中で、私たちは将来世代(市民、家族、部下・後輩)に、
どれほどの選択肢を残せるのだろう？=地域の持続性の問い

※1…10-20年は住基、30年以降は推計値（日野市人口ビジョン 2017）

• 自己実現とエンパワーメント
• 学習できるレジリエントな地域

社会の環境変化

日野市の環境変化

諸力融合＝共創的
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ビジョンの位置づけ

抽象的

市政運営方針

人とまちの諸力融合が「可能性に満ちた未来」を拓く
① 住み慣れた地域で生き看取られる、暮らし・医療・福祉の展開
② 日野市の良さである社会的・自然的資源を生かし、地域の個性を

伸ばすまちづくりの推進
③ 厳しい財政状況を踏まえた経営戦略に基づく姿勢の運営

基本構想

基本計画
（部ごとの事業計画集）

部

課 課

部

課 課

総合
戦略

SDGs未来
都市計画

処分庁における指揮命令系統ベース＝タテ割り

横断的
プロジェクトごと

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

ビジョン

戦略

総合戦略
考え方・KPI=SDGs

↑

主要３戦略

財務・人材など

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

個別計画
↓
事業

横断的な取組み・プロジェクト

実務的

抽象的

実務的

首長

市

補助機関

これまで これから

市政運営方針

人とまちの諸力融合が「可能性に満ちた未来」を拓く
① 住み慣れた地域で生き看取られる、暮らし・医療・福祉の展開
② 日野市の良さである社会的・自然的資源を生かし、地域の個性を

伸ばすまちづくりの推進
③ 厳しい財政状況を踏まえた経営戦略に基づく姿勢の運営

首長

補助機関

環境変化

※基本は変わらない

環境変化

※受け入れて変化

市民
個人

団体・企業

共有 共有

相互参照
相互参照

基本構想

ともに創ろう心つながる夢のまち日野
水とみどりを受けつごう

市
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子育て世帯に対する包括的な支援の実施

【子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化】
・児童虐待の相談対応件数は、平成２８年度：２０１件から令和５年度：１，１２５件と大幅に増加。

【法改正】
・平成２８年児童福祉法・母子保健法改正、令和４年児童福祉法改正により、子育て世帯に対する包
括的な支援のための体制強化、および、事業の拡充として、市区町村は全ての妊産婦、子育て世帯、
子どもの包括的な相談支援等を行う子ども家庭センターの設置に努めることが規定。

【子ども包括支援センターみらいくの設置】
・「すべての子どもの健やかな成長を切れ目なく支援する子ども・家庭・地域の子育て機能の総合支
援拠点」の開設に向けて令和元年６月に基本方針、令和2年8月に基本計画を策定、令和６年５月２
７日に子ども包括支援センター「みらいく」をオープン。
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子育て世帯に対する包括的な支援の実施

①相談を支援につなげる（子どもなんでも相談）
・子どもに関するあらゆる相談を受けるための窓口として、子どもなんでも相談を開設
・子どもからの相談の敷居を下げるために、公立小中学校の児童生徒に貸与されている一人一台の
学習者用端末に相談の入口を作ったことで、子どもからの直接の声の新たな掘り起こしに繋がる
②虐待ゼロへ向けて（虐待の早期発見、早期対応の体制構築）
③支援を広げるＳＳＷ（ＳＳＷはエール、子ども家庭支援センターの併任辞令）
・令和３年度から母子保健と児童福祉（虐待対応）とＳＳＷの組織を一体化
・困難な家庭（子どもと保護者）の背景は複雑（親の精神疾患、児の発達障害・不登校、妊娠期からの
虐待予防など）であり、児童福祉（ケースワーカー）、母子保健（保健師）、学校教育・児童発達支援（Ｓ
ＳＷ）で支える必要
④支援を継続する（中高生世代スペース）
・伴走者として市が関わることで、様々な課題を抱えた中高生世代を取りこぼさないようにするた
め、安心できる場の提供とネットワークづくりを目指す
⑤支え合いの地域づくり（子育てひろばの新設）

5つの基本施策の具体的な取り組み
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子どもの権利の保障・擁護、子ども・若者が政策の「対象（客体）」
⇒「主体」への転換

【国の動き】
・令和４年６月には「こども基本法」が制定
・令和５年４月には「こども家庭庁」が設置
・令和５年１２月には「こども大綱」が策定

【市の動き】
・平成２０年（２００８年）７月に日野市子ども条例を施行。
・令和６年７月１日に、「日野市子ども条例委員会」を設置。
・こども基本法に基づき、こども・若者の意見を可能な限り反映した「日野市こども計画」の策定を進
めている。
・「子ども・若者の声を聴く社会づくり（意見表明）」と「子ども・若者の主体的な活動の促進（社会参
画）」の二つを両輪で推進
・日野市子ども若者未来創造会議を開催

子どもに関わる政策を取り巻く環境が大きく変わってきている。
これからの子ども・若者に関する政策決定にあたっては、子ども・
若者の意見を聞き、その意見を尊重することが求められている。

8



子どもの貧困対策に関する基本方針
◎策定までの経緯

【国の動き】
平成21年 厚生労働省が相対的貧困率を初めて発表
平成24年 国民全体の貧困率より子どもの貧困率が上まる。
平成２６年 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」施行
平成２７年 「生活困窮者自立支援法」施行
令和６年9月２５日

「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」の施行により、法律の
名称が「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」に変更

【市の動き】
平成２８年７月 第１回 日野市子どもの貧困対策協議会 開催

同年８月 東京都実施による「子供の生活実態調査」の対象自治体に選ばれ、調査を実施。
同年９月 日野市議会 子どもの貧困対策議員連盟より提言書『「ひのっ子ハピネス」プラン』の提出

平成２９年３月 『日野市子どもの貧困対策に関する基本方針』策定 （計画期間：平成29年度～令和３年度）
令和３年２月～３月 基本方針見直しに向けた「日野市子どもと保護者の生活実態調査」実施
令和４年１０月 『第２期日野市子どもの貧困対策に関する基本方針』 （計画期間：平成29年度～令和３年度）
令和５年７月 日野市子どもの貧困対策基本方針リーフレット「子どもの味方スペース（小学生・中学生・高校

生版）」を発行
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子どもの貧困対策に関する基本方針

◎目指すべき姿・目標

【目指すべき姿】 第１期・第２期とも同じ
『全ての子どもたちが夢と希望を持って成長していけるような
地域を目指します。』

【５つの目標】※第2期計画
① 子どもの遊び・学び・体験機会の提供と個々の学力向上に
取り組みます

② 安心して生活できる環境を整え、生活習慣の改善を図ります
③ 子どもに係る経済的負担の軽減を図ります
④ 子育て家庭の悩みへの支援強化と生活の質の向上に取り
組みます

⑤ 効果的に情報を発信し、支援ネットワークを強化します
★共通課題★
コロナ禍や物価高騰等に対しては横断的に対応します

【施策】
○第１期計画 拡充・新規事業 全７６事業
○第2期計画 拡充・新規事業 全６１事業
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ヤングケアラー

◎定義
・家族にケアを要する人がいる場合に、大人が担うようなケア責任を引き受け、家事や家族の世話、
介護、感情面のサポートなどを行っている、18歳未満の子どものこと。
※日本ケアラー連盟の定義

【国の動き】
平成30年～ ヤングケアラーの実態に関する調査研究などについて毎年公表されている
令和３年３月 ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護・医療・教育の連携プロジェクトチームを設置
令和６年6月５日 子ども・若者育成支援推進法の一部改正により、法に「ヤングケアラー」が定義された

【市の動き】
平成30年度第3回定例会 白井議員よりヤングケアラー支援に関する一般質問が出る
令和３年度末 ヤングケアラー支援検討会を設置（ヤングケアラー・コーディネーター配置の要否、市内の実態

把握調査の実施などを検討）
令和４年３月末 庁内「第1回ヤングケアラー支援検討会」開催。令和４年度・５年度とも各3回開催
令和４年10月 ヤングケアラー実態調査実施
令和６年3月末 『日野市ヤングケアラー支援のための基本的な考え方』を策定
令和６年４月～ ヤングケアラー・コーディネーター 設置
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◎目指すべき姿・指標

【目指す姿】
『行政と地域が一体となって、子どもが子どもでいられるための権利と
大切な時間を守るための施策を推進し、すべての子どもが自身の望む

人生を歩むことができるまちの実現を目指します。』

【基本的な方向性】
ア） ヤングケアラー の認知度向上・ 理解促進のための取組を推進します。
イ） ヤングケアラーの相談体制の充実を図ります。
ウ） ヤングケアラー支援のための 地域 連携ネットワークを構築します。
エ） 各分野の既存事業 ・ 関連施策にヤングケアラーへの視点を取り入れ 、

必要な支援につなげます。

ヤングケアラー

ヤングケアラー・コーディネーターとは？

ヤングケアラーを早期に発見し、適切な支援に
つなぐことができるよう、支援の核となり、相談
支援・助言、支援調整などを行う専門職です。
※社会福祉士・精神保健福祉士の有資格者

＜ヤングケアラーと家族を支える関係機関＞
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障害児福祉計画について

◎障害児福祉計画の位置づけ
⇒ 「障害者保健福祉ひの6か年プラン」として、障害福祉計画等と一体的に策定

13



障害児福祉計画について
◎障害者保健福祉ひの６か年プラン
【目指すべき姿】
『ともに生きるまち 日野』
～一人ひとりがかけがえのない存在として認め合いながら安心して暮らせる地域の実現～

【施策の方向性】 【取組み例（抜粋）】

②地域での様々な活動を通して障害理解を深める ・インクルーシブ公園の充実

④福祉と教育が一体となり子どもの成長を支援する ・かしのきシートの活用支援
・発達・教育支援センター機能の充実
・教育活動の場における障害のある子どもへの合理的配慮と個別支援

⑩障害のある方を支える家族を支援する ・ヤングケアラー支援事業

【実現すべき社会】 ※『目指すべき姿』を実現するために、次の2つの『実現すべき社会』を設定。

≪障害に対する理解を深め尊重しあう社会≫
○地域で暮らす誰もが互いに尊重し認め合える環境を整えます。

≪誰もが安心して自分らしく暮らせる社会≫
○誰もが自らの生活のあり方を選択し、行動ができ、安心感と自己肯定感を持って暮らす
ことのできる「共生社会」の実現を目指します。

【実現すべき社会に向けた施策の方向性及び施策】 ※子ども・教育にかかる施策等を抜粋
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日野市の自殺対策 ーともに支えあう地域社会の実現のためにー

-国と日野市の自殺対策の取り組み- -子どもへの健康課の取組内容-

H26年度開始 自殺対策啓発事業「いのちの学校」

Ｈ３０年度開始 SOS出し方に関する教育
▶小・中学校への保健師による出前授業

Ｒ５年度開始 SNS等相談事業における「連携自治体事
業」

Ｒ６年度開始

R４～

教育部門へのゲートキーパー養成講座
・特別支援コーディネーター（27名）
・若手教員３年次研修（23名）

東京都薬物乱用防止推進日野地区協議会
の指導員による薬物乱用防止への取組と
して従来より実施している小・中学校にお
ける薬物乱用防止教室等においてオー
バードーズの話を取り込み実施

平成18年 自殺対策基本法（国）が施行

平成19年 自殺総合対策大綱（国）が策定

平成23年 全国2番目となる日野市自殺総合対策推進条
例を制定

平成27年 日野市第1次自殺総合対策基本計画策定

令和4年 新たな自殺対策大綱（国）が策定

▶子どもと若者の更なる推進と強化がうちださ
れる

令和5年 自殺対策の主管課が、セーフティネットコール
センターから健康課へ変更

令和6年 第3次日野市自殺総合対策計画を策定

▶取り組むべき６つの柱の中に子ども、若者に
対する自殺対策の推進・強化を入れて、子ども
への取組みの強化を図る



藝術文化

• 平成28年度以降も、新型コロナ対策で休止等を行った数年間を除き、継続して藝
術文化に触れる機会を提供している事業
●芸術文化の薫るまちコンサート事業
年末等にプロのオーケストラを招致し、ヴェートーベンの交響曲第九などの演奏会を
開催
●洋画家「小島善太郎展」の開催
市民会館や気軽に来場できるイオンホールなどで、著名な画家の作品を観ることが
できる機会を提供

• 市の事業や指定管理者の自主事業による本物に触れる機会や表現する喜びの場
を提供
●指定管理者制度により、市内の子どもたちが演劇や歌唱などを見たり、参加したり
できる企画を実施（例：ミュージカルってなあに？ ワークショップと実際の演技に参
加）
●NHK合唱コンクール金賞受賞校の歌声を市民に届ける機会やNHK主催ののど
自慢大会、日野市版のど自慢大会への出演など表現する喜びの場を提供
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スポーツ

基本理念
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基本方針

1

スポーツの

機会・場所の創出

２

障害者スポーツの普及

３

スポーツのまち日野を

めざして

施策の方向

ア　市民誰もが楽しめるスポーツの推進

イ　子どもが楽しむスポーツの推進

ウ　新たなスポーツとの出会いの創出

エ　スポーツ施設等の有効活用

オ　障害のある方がスポーツに親しめる機会の創出

カ　障害者スポーツを支える環境の整備

キ　アスリート・指導者の発掘・育成

ク　地域のスポーツを支えるネットワーク

ケ　活動団体・支援団体との連携の推進

コ　スポーツ関係情報の提供方法の充実

サ　東京２０２０レガシーの活用

第2次日野市スポーツ推進計画～誰でもスポーツに取り組みやすいまい～
スポーツ推進施策の体系
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• スポーツを「する」
●日野スポーツスクールを継続して開催
●日野市発祥のニュースポーツ「ハンドロウル」の普及
●市民の森ふれあいホールや令和4年にリニューアルオープンした南平体育館
でのイベント等でスポーツを楽しむ機会を提供

• スポーツを「観る」
●東京オリンピック・パラリンピックは国内での開催でテレビ等を通じて観る機会
が多く提供された。
●東京ヴェルディ（サッカー）、日野レッドドルフィンズ（ラグビー）、キング
フィッシャーズ（卓球）、アルバルク東京（バスケ）、読売ジャイアンツ（野
球）、コニカミノルタ（陸上）など日野市に関係するプロ・トップクラスのスポー
ツ選手の試合観戦機会の提供

スポーツ
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• スポーツを「支える」
●スポーツ競技団体の指導者などを対象とした講習会やAED研修などを開催

• 東京オリンピック・パラリンピックをきっかけとして多様なスポーツに関わる機会の充実
●オリンピック・パラリンピック専門の担当者を配置
●日野市民が世界の舞台で活躍市全体で応援できる仕組みづくりを進める
●新たに「日野市民スポーツ栄誉賞」を創設して、その成果を讃える取り組みを行った。
●パラリンピックの開催及び日野市民が出場したことをきっかけに、障害者スポーツや障
害の有無に関わらず取り組むことができるインクルーシブスポーツの普及を促進
●障がい者スポーツや障がい者に対する理解促進に向けての取り組みを実施（パラ
スポーツ教室やインクルーシブスポーツの学校出前授業の開催など）

• 体を動かす心地よさ、スポーツをする楽しさを伝える取り組み
●第34回スポーツレクリエーションフェスティバルの開催
●第62回日野市民体育大会の開催

スポーツ
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